
分野 本市における
社会的課題

令和８年度
当初予算額 主な取組（詳細は別添のとおり）

高齢者 • 要介護認定者の増加
• 介護人材の不足

248,889千円

• 高齢者外出支援事業の拡充
• 地域包括支援センターの新設
• 各種がん検診の支援
• 国の勧める電子申請・届出システム

の開始

福祉

• 重層的な支援及び
　総合的な相談の必要
　性増加
• 孤独・孤立の増加

30,431千円

• 障がい者及び介護事業所従事者の
　研修費用を助成
• 緊急通報装置運用事業の実施
• 高齢者給食サービス事業の実施
• ごみ出し支援の実施

子育て • 子育て支援に関する
需要の変化

288,200千円

• 未満児保育の拡充（小規模保育事業
所・認可保育所の開設）

• こども誰でも通園制度の実施
• 妊婦へのＲＳウイルスワクチン接種

を実施
• ５歳児健康診査を実施
• 延長保育、休日保育、一時保育、病

児・病後児保育の実施

教育

• 小規模校の出現の
　可能性
 （教育の魅力向上）
• 中学校部活動の運営

体制の確保

352,408千円

• 学校施設整備による魅力向上（エレ
ベーター改修、小学校体育館等空調
整備（設計）、小学校ロッカー改
修）

• 部活動外部指導者の拡充
• 学習支援事業（地域未来塾）の実施
• 校内教育支援センターの開設
• 教育ＤＸの推進

都市
基盤

• 名鉄瀬戸線沿線の
　住宅需要拡大への
　対応
• 機を逸しない宅地
　供給
• 空き家の増加

2,265,406千円

• 三郷駅周辺まちづくり事業の推進
• 印場駅北側バリアフリー化の推進
• 土地区画整理事業推進による宅地
　供給
• 空き家セミナー・個別相談会の実施　　　　　　　　　　

公共
交通

• 社会変化を見据えた
対応

• 人材の不足

72,549千円
• バスロケーションシステムの実施
• 市営バス事業者の人員不足対策の待

遇改善措置の実施

　本市では、人口問題対策を着実に推進し本市の活力を維持していくため、令和５年５月に市長を
本部長とする「人口問題対策本部」を設置し、検討を進めています。
　令和８年度に人口問題対策として実施する取組を、取りまとめましたので公表します。

令和８年度　尾張旭市が人口問題対策として実施する取組一覧



分野 本市における
社会的課題

令和８年度
当初予算額

主な取組（詳細は別添のとおり）

地域
コミュ
ニティ

• 活躍の場や機会の
　創出
• シニアクラブ対象者

の増加による運営
　負担の増加
• 地域共生社会の必要

性の増加

26,648千円

• 災害時外国人支援ワークショップの
実施

• 自治会等への加入促進支援
• 自治会等への助成金及び補助金の
　見直し
• 自治会等活動の周知・啓発
• 民生委員による高齢者世帯の実態
　調査

消防 • 救急車の要請需要の
増大

49,017千円

• 名古屋市との通信指令センターの
　共同運用
• 周辺自治体との応援強化
• 緊急通報装置運用事業の実施
• 高齢者給食サービス事業の実施

産業

• 人材不足
• 新しいビジネス
　チャンスへの対応
• マーケティング力の

　ある企業の育成

184,407千円

• 小規模企業等補助金
　（デジタル化区分）の拡充
• 市内企業の再投資支援
• 事業承継個別相談会の実施
• 創業セミナー、創業フォロー
　セミナーの実施

公共
施設

• 需要の変化を

　見据えた施設・
　サービス内容の検討

168,990千円

• 中央防災倉庫の新設及び備蓄品集約
の運用開始

• 尾張旭市民プール
　（スイっとあさぴー）のオープン
• 公共施設等総合管理計画、個別施設

計画に基づく計画的整備
• 利用者の需要の変化に対応した
　サービスを指定管理者と検討

税収 • 個人市民税の減少 1,160千円

• ふるさとハローワーク支援
• 瀬戸・尾張旭雇用対策協議会による

事業（就職フェア等）
• 創業セミナー、創業フォロー
　セミナーの実施

全体
その他

• まちの魅力向上

• 需要の変化を見据え
た施設・サービス内
容の検討

53,123千円

• シティプロモーション戦略に基づき、
広報誌、SNS及び行政情報番組「あさ
チャン」等により、市の魅力や情報
を発信

• 開庁時間短縮による業務改善及び
　働き方改革

問い合わせ先／尾張旭市役所　企画部企画課（愛知県尾張旭市東大道町原田2600番地1）
電話／0561-76-8104（直通）　メール／ kikaku@city.owariasahi.lg.jp

※　異なる分野で重複している取組がある場合は、それぞれの分野に計上しています。
※　令和８年度当初予算額には、令和７年度からの繰越明許費予算を含む場合があります。

各分野の合計：3,741,228千円


